
 

 

 

 

 

 

 

西九州の経済界が中心となりカジノを含む統合型リゾートの実現による観光活性化に向けた研究や活動を

重ねている「西九州統合型リゾート研究会」（会長：前田 一彦）は平成２３年１１月１１日（金）に会則の

改定などを採択事項とした第５回定期総会を開催致します。 

当会はカジノを含む統合型リゾートについて研究することを目的とし、２００７年８月に発足しました。

そして２００８年度定期総会において「西九州統合型リゾート構想」を採択、構想の実現に向けた研究及び

活動の必要性を確認しています。以降も研究会の開催を重ねながらカジノを含む統合型リゾートの実現に向

けて研究及び活動すること、そして西九州地域の各自治体とともに広域連携による国際観光振興の取り組み

を促進していくことの二つを目的として活動して参りました。 

またこの８月、「国際観光産業振興議員連盟」がカジノを合法化し施行するための「カジノ区域整備推進法案」をま

とめ、今秋の臨時国会にも議員立法で提出したい意向と伺っていることを受け全国のカジノ誘致活動もさらに活発に

なるものと予想される中、当研究会の活動を改めて本格化し、より一層積極的に展開すべく努めて参る所存です。 

今回の総会では九州が一体となって取り組みを進める「オール九州宣言」を決議し、九州代表として整備が進めら

れていくことを目指します。 

 

記 

【 開催概要 】 

１．題  目 西九州統合型リゾート研究会 第５回定期総会・第１０回研究会 

２．日  時 201１年１１月１１日（金） 11：00～12：30 

1１：00～11：30 定期総会 11：30～12：30 基調講演（第１０回研究会） 

※10：30 よりバス送迎のピストン運行しております。7 番バス停までお越しください。 

３．会  場 ハウステンボス内レンブラントホール 

４．主な出席者   佐世保市 朝長則男 市長 

             ハウステンボス株式会社 代表取締役社長 澤田 秀雄  

                 長崎県 永川 重幸 企画振興部長   など 

４．決議事項 会則の改定など 

５．講  師 美原 融 様 （大阪商業大学アミューズメント産業研究所 所長） 

  講演テーマ 「『日本型カジノ』実現に向けた検討経緯と最新状況（仮）」 

 

 

 

 

 

以上 

＊添付資料 講師プロフィール 
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NEWS RELEASE 平成２３年１１月２日 

「西九州統合型リゾート研究会」事務局 

１１１１１１１１／／／／１１１１１１１１    西九州統合型西九州統合型西九州統合型西九州統合型リゾートリゾートリゾートリゾート研究会研究会研究会研究会    第第第第５５５５回総会回総会回総会回総会・・・・第第第第１０１０１０１０回研究会回研究会回研究会回研究会    

「「「「オールオールオールオール九州宣言九州宣言九州宣言九州宣言」」」」をををを決議決議決議決議しししし、、、、    

九州代表九州代表九州代表九州代表としてとしてとしてとして構想構想構想構想のののの実現実現実現実現をををを目指目指目指目指しますしますしますします    

≪ご取材についてのお問い合わせ先≫ 
ハウステンボス㈱ 広報宣伝課内 高田・中野裕子 
     ＴＥＬ ０９５６－２７－０１３８ 
     ＦＡＸ ０９５６－２７－００２５ 

 

＜「＜「＜「＜「西九州統合型西九州統合型西九州統合型西九州統合型リゾートリゾートリゾートリゾート研究会研究会研究会研究会」」」」についてのおについてのおについてのおについてのお問問問問いいいい合合合合わせわせわせわせ先先先先＞＞＞＞    

西九州統合型リゾート研究会事務局 ハウステンボス㈱内（担当：早坂） 

電話 0956-27-0267  FAX 0956-27-0900 

Ｅ－Ｍａｉｌ  hayasaka@staff.huistenbosch.co.jp 



 

 

 

 

 

 

 

＊添付資料 講師：美原 融 様 プロフィール 

 

1973 年一橋大学経済学部卒業、三井物産株式会社入社。プロジェクト輸出・海外インフラ投資を手がけ、1999

年以降、株式会社三井物産戦略研究所プロジェクト・エンジニアリング室長、また 2006 年以降大阪商業大学客

員教授（余暇政策）。 2010 年以降、東洋大学大学院・公民連携専攻・客員教授（制度手法論）。90 年代末に

米国企業と共にアジア最初の IPP 発電事業の開発を手掛ける。専門領域は公民連携の法務・金融実務と公共

政策。過去に政府省庁の様々な審議会、研究会委員、専門委員等を歴任。規制改革民間開放推進会議専門

委員（2003－2006）、民間資金等活用事業推進委員会専門委員 1999-2009）として公共サービス改革法、PFI

法の制度設計に参加。北九州市都市経営戦略会議委員（2008-2010）、北九州市産業雇用戦略会議アドバイ

ザー（2011-）、福岡市最適事業手法研究会委員（2011-）等。 

 


